
 

 
 
 
 
 
 
 

平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ 
 

優先的検討ガイドライン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１６年９月 

（改訂 令和４年１２月） 

 

平塚市 



 

 
目  次 

 
 
                                   ページ 

はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

用語の定義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

 

第１章 ＰＰＰ／ＰＦＩの概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

ＰＰＰの概要 

 １ ＰＰＰの定義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

 ２ ＰＰＰ手法の類型・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

 ３ ＰＰＰ手法導入により期待される効果・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

ＰＦＩの概要 
 ４ ＰＦＩの定義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

 ５ ＰＦＩの性格・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

 ６ ＰＦＩの特徴・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 

 ７ ＰＦＩの仕組等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

 ８ ＰＦＩの事業形態・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  11 

 ９ ＶＦＭとは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  15 

 

第２章 ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討の対象・・・・・・・・・・・・・・・・  16 

 １ 対象とするＰＰＰ／ＰＦＩ手法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  16 

 ２ ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討の開始時期・・・・・・・・・・・・・・・・・  17 

 ３ ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討の対象とする事業・・・・・・・・・・・・・・  17 

 ４ ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討の視点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  18 

 

第３章 ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討・事業実施体制・・・・・・・・・・・・  19 

 １ 事業担当課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  20 

 ２ 資産経営課（ＰＰＰ／ＰＦＩ主管課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・  20 

 ３ ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  21 

 ４ ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会・・・・・・・・・・・・・・・・・  21 

 



 

 
第４章 ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  22 

 １ Step１ 事業の提案・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  22 

 ２ Step２ 適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の選択・・・・・・・・・・・・・・・  23 
 ３ Step３ 簡易な検討・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  25 

 ４ Step４ 詳細な検討・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  27 

 ５ Step５ 評価結果の公表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  29 

 ６ 作業フロー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  30 

 

第５章 ＰＦＩ導入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  32 
 １ Step１ 実施方針の策定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  33 

 ２  Step２ 特定事業の選定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  38 

 ３ Step３ 事業者の選定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  39 

４ Step４ 選定事業の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  44 

 ５ Step５ 事業の終了・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  45 

 

参考資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  46 
ＰＰＰ／ＰＦＩ事務フロー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  46 

 

様式集・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  49 

第１号様式 ： 平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討シート・・・・・・・・・・・  50 

第２号様式 ： 平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法簡易定量評価調書・・・・・・・・  52 

第３号様式 ： 平塚市ＰＦＩ事業提案書・・・・・・・・・・・・・・・・・  53 

 

資料集・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  56 

 資料１ 採用手法選択フローチャート・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  57 

 資料２ 平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会設置要綱・・・・・・・・・・・  58 

 資料３ ＰＰＰ／ＰＦＩ関連ホームページ一覧・・・・・・・・・・・・・・・  60 

 



 

 - 1 -

はじめに 
 

 極めて厳しい財政状況の中で、効率的かつ効果的な行財政運営を進めるとともに、地域経済を活

性化していくためには、公共施設等の整備等に民間の資金やノウハウを活用していくことが重要で

あり、多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入することが必要です。  

国では、「経済財政運営と改革の基本方針２０１５」（平成２７年６月３０日閣議決定）を公表し、

この中で「国や例えば人口２０万人以上の地方公共団体において、一定規模以上で民間の資金・ノ

ウハウの活用が効率的・効果的な事業については、多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入を優先的に検討

するよう促す仕組を構築するとともに、その状況を踏まえつつ、適用拡大していく。」としています。 

平塚市ではこれまで、指定管理者制度や民間委託など民間活力の導入に取り組んできたところで

すが、今後、さらに民間事業者の資金やノウハウを活用し、市民に対する行政サービスの向上と効

率的な行財政運営を推進するため、本ガイドラインを定め、自ら公共施設等の整備等を行う従来型

手法に優先してＰＰＰ／ＰＦＩ手法の検討を行います。 

 

用語の定義 
 

 本ガイドラインにおいて、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによります。 

 

○ＰＦＩ法 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第

１１７号） 

○公共施設等 道路、河川、公園、下水道、庁舎、教育文化施設、廃棄物処理施設、社会福祉施設、

リサイクル施設等（ＰＦＩ法第２条第１項） 

○整備等 建設、製造、改修、維持管理若しくは運営又はこれらに関する企画をいい、市民に対す

るサービスの提供を含む 

○公共施設整備事業 公共施設等の整備等に関する事業（市街地再開発事業、土地区画整理事業

その他の市街地開発事業を含む）（ＰＦＩ法第２条第２項） 

○利用料金 公共施設等の利用に係る料金（ＰＦＩ法第２条第６項） 

○運営等 運営及び維持管理並びにこれらに関する企画をいい、市民に対するサービスの提供を含

む（ＰＦＩ法第２条第６項） 

○公共施設等運営権 公共施設等運営事業を実施する権利（ＰＦＩ法第２条第７項） 

○優先的検討 本ガイドラインに基づき、公共施設等の整備等の方針を検討するに当たって、多様

なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入が適切かどうかを、自ら公共施設等の整備等を行う従来型手法に優

先して検討すること 
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公共施設等の設計、建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことによ

り、民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や行政の効率化を図るもの 

ＰＦＩ法に基づき、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力

及び技術的能力を活用して行う手法 

第 1 章 ＰＰＰ／ＰＦＩの概要 
  
 この章においては、ＰＰＰ／ＰＦＩの仕組等の基本的事項について説明します。 

 
 
 
１ ＰＰＰの定義 
 
  ＰＰＰ（Public Private Partnership）とは、公共施設等の設計、建設、維持管理、運営等を

行政と民間が連携して行うことにより、民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や

行政の効率化を図るものであり、ＰＦＩ（Private Finance Initiative）はその一類型です。 

  ＰＰＰの中には、ＰＦＩの他、指定管理者制度、公設民営（DBO）方式、さらに包括的民間

委託、自治体業務のアウトソーシング等も含まれます。 

 

ＰＰＰ手法の概要 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＰＰの概要 

建設・設計 

ＰＦＩ（Private Finance Initiative） 

ＰＰＰ（Public Private Partnership） 

維持管理・運営 

ＢＴＯ、ＢＯＴ、ＢＯＯ、ＲＯ方式 

ＢＴ方式 公共施設等運営権制度、Ｏ方式 

ＤＢＯ、ＤＢ方式、ＥＳＣＯ 

民間建設借上方式 

公共施

設等の

整備等 

 指定管理者制度、包括的民間委託 

公的不

動産の

利活用 

定期借地権方式、公共所有床の活用、 

占用許可等の公的空間の利活用、Ｐａｒｋ－ＰＦＩ 
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２ ＰＰＰ手法の類型 
 
  主なＰＰＰ手法を次のように分類します。 

一つの事業に対して、複数のＰＰＰ手法を組み合わせて採用する場合もあります。 

ＰＰＰ手法の類型 概    要 

ＰＦＩ 

（Private Finance Initiative） 

ＰＦＩ法に基づき、公共施設等の設計、建設、維持管理、

運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して

行う手法 

 公共施設等運営権制度 

（コンセッション方式） 

利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を

公共が有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する

手法 

ＤＢＯ方式 

（Design Build Operate） 

公共が初期投資費用（建設費用）の資金調達を行い、民間

事業者が設計、建設、維持管理、運営を行う手法 

ＤＢ方式 

（Design Build） 

公共が初期投資費用（建設費用）の資金調達を行い、民間

事業者が設計、建設を一括して行う手法 

ＥＳＣＯ 

（Energy Service Company） 

省エネルギー改修にかかる全ての経費を光熱水費の削減分

で賄う手法。事業者が、省エネルギー診断、設計、施工、

運転、維持管理、資金調達などに係る全てのサービスを提

供する手法 

民間建設借上方式 民間事業者等が建設、保有する住宅を借り上げることによ

り公営住宅を供給する手法 

指定管理者制度 地方自治法に基づき、公の施設の管理運営を民間事業者に

委ねる手法 

包括的民間委託 受託した民間事業者が創意工夫やノウハウの活用により効

率的・効果的に運営できるよう、複数の業務や施設を包括

的に委託する手法 

民設公営 民間事業者が施設の設計、建設等を行い、公共が管理運営

等を行う手法 

民設民営方式（ＰＦＩを除く。） 民間が施設を整備し、維持管理、運営も行う手法 

公的不動産の利活用等 公有地や公有施設を民間事業者に貸与等し、民間事業者は

それを活用して事業運営やサービス提供を行う手法 

Ｐａｒｋ－ＰＦＩ 

（都市公園法第５条） 

飲食店、売店等の公募対象公園施設の設置または管理、そ

の周辺の園路、広場等の特定公園施設の整備、改修等を一

体的に行う手法 
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３ ＰＰＰ手法導入により期待される効果 
 
  ＰＰＰ手法導入による効果は事業により異なりますが、例えば、以下が期待されます。 

 
（１）事業コストの削減 

   包括発注等を行うことにより民間事業者により大きな裁量を与えることが可能となり、コ

スト削減が期待できます。ＰＦＩ方式やＤＢＯ方式では、設計、建設から維持管理、運営を

性能発注の考え方に基づいて一括して委託することで、トータルのコストを考慮して民間事

業者を選定することができます。 

 
（２）サービスの質の向上 
   性能発注等を行うことにより民間事業者の創意工夫の余地が大きくなり、サービスの質の

向上が期待できます。従来型手法と比較して、十分なノウハウを有する民間事業者に設計、

建設から維持管理、運営を性能発注の考え方に基づいて一括して委託する方が、サービスの

質が向上する可能性があります。 
 
（３）収入の増加 
   性能発注等を行うことにより民間事業者の創意工夫の余地が大きくなり、収入の増加が期

待できます。例えば、民間事業者がサービスの質の向上や新たなサービスの提供等により利

用者を増やしたりすること等によって、収入が増加する可能性があります。 

 
（４）財政支出の平準化 
   ＰＦＩ事業では、ＰＦＩ事業者に対する費用の支払が当該事業の契約期間全体にわたって

行われることから、公共の財政支出が平準化されます。 
ただし、債務負担行為として将来的な財政負担が発生するので、長期的な財政計画に十分

配慮する必要があります。 

 
（５）公共サービスの提供における行政の関わり方の改革 
   従来、国や地方公共団体が行ってきた事業を民間事業者が行うこととなるため、官民の適

切な役割分担に基づく新たな官民パートナーシップの形成が期待できます。 

 
（６）地域の活性化 
   性能発注等を行うことにより民間事業者の創意工夫の余地が大きくなり、地域の活性化が

期待できます。民間事業者が事業を実施することで新たなビジネス機会や雇用が創出された

り、余剰地の活用等を通じて地域における賑わいが創出されることで、地域が活性化するこ

とも可能です。
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４ ＰＦＩの定義 
 

ＰＦＩ（Private Finance Initiative）とは、平成１１年７月に制定された「民間資金等の

活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（以下「ＰＦＩ法」という。）に基づ

き実施するものです。公共施設等の社会資本の整備をする際に官民の適切な役割分担を行

い、設計、建設、維持管理及び運営に民間の資金や経営能力、技術的能力を活用すること

で、良質で低廉な公共サービスの提供を実現する官民のパートナーシップの構築を前提と

した事業手法です。 

 
―ＰＦＩ手法の推進に関する国の動向― 

○平成１１年７月   「ＰＦＩ法」の制定 
           「ＰＦＩ法施行令」の公布、施行 
○平成１２年３月   「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施 
           に関する基本方針」の告示 
○平成１３年１月   「ＰＰＰ／ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン」、「ＰＰ 
           Ｐ／ＰＦＩ事業におけるリスク分担等に関するガイドライン」及び 
           「ＶＦＭ（Value For Money）に関するガイドライン」の公表 
○平成２３年６月   民間事業者による提案制度及びコンセッション方式の導入 
           （ＰＦＩ法の一部改正） 
○平成２７年１２月  「多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入を優先的に検討するための指針」 
           において、優先的検討規程を策定する際に拠るべき準則を定め、人 
           口２０万人以上の地方公共団体等に対して、「ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的 
           検討規程」を定めるよう要請（内閣府） 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＰＦＩの概要 



 

 - 6 -

５ ＰＦＩの性格 
 

 ＰＦＩの基本理念や期待される効果を実現するため、ＰＦＩは次のような性格を持つことを

求められています。 
 

（１）５つの原則 
公共性の原則  公共性のある事業であること 
 
民間経営資源活用の原則  民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用すること 
 
効率性の原則  民間事業者の自主性と創意工夫を尊重することにより、効率的かつ効果 
        的に実施されること 
 
公平性の原則  特定事業の選定及び民間事業者の選定においては、公平性が担保される 
        こと 

 
透明性の原則  特定事業の発案から終結に至る全過程を通じて透明性を確保すること 
 
 

（２）３つの主義 
客観主義  事業の実施に当たっては、各段階での評価決定についての客観性があること 
 
契約主義  公共施設等の管理者等と選定事業者との間の合意について、明文により、当 
      事者の役割及び責任分担等の契約内容を明確にすること 

 
独立主義  事業を担う企業体の法人格上の独立性又は事業部門の区分経理上の独立性が

確保されること 
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６ ＰＦＩの特徴 
 
  従来の公共事業に対して、ＰＦＩ事業は、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して

公共事業を実施するという性格から、以下のような特徴があるとされています。 
 
（１）ＰＦＩ事業者による設計、建設、維持管理、運営の一体的取扱い 

従来の公共施設等の建設では、設計、建設、維持管理、運営について、それぞれを公共の

責任で行っていましたが、ＰＦＩではそれらをＰＦＩ事業者に一括して任せることで、どの

ような設計にすれば将来の維持管理や運営のコストの削減が図られるのか等の観点で、民間

のノウハウが活用されます。 
 

（２）性能発注 
従来の公共施設等の建設では、詳細に施設の構造や資材等を定めた仕様書による仕様発注

が行われていました。ＰＦＩでは、仕様の基準については必要最小限とし、公共が求めるサ

ービスの内容・水準を示すことにとどめる性能発注を行います。 
ＰＦＩ事業者は、構造や資材、運営方法等について、求められる水準の中で自由な提案を

することができ、公共サービスの向上や一層の事業費の削減に向けた民間のノウハウが活用

されることになります。 
 
（３）公共サービスの提供水準に応じた支払 

ＰＦＩ事業者は、契約によって定められた公共サービスの水準を達成することが求められ、

公共側は契約期間中その水準が保たれているかどうかモニタリングによる監視を行い、サー

ビス水準の達成度に応じた支払を行います。 
サービス水準が基準に達しない場合には、支払の額が減額される場合があります。またサ

ービスが基準を超えた場合には追加的な支払ができるとする事例もあります。 
これらのことから、ＰＦＩ事業者は、要求された公共サービス水準の確保、より高い水準

のサービス提供に向けて、これまで蓄積してきた民間のノウハウを活用できるよう努めます。 
 

（４）ＶＦＭ（Value For Money：バリュー・フォー・マネー）の実現 
ＰＦＩの目的は、「支払（市民が支払う税金（Money））に対して、最も高い価値（Value）

を提供する」こと、いわゆる「ＶＦＭ」の実現にあります。ＶＦＭの実現については、「事

業コストの削減」と「より質の高いサービスの提供」の２つの視点があります。 
 

●同一のサービスならば、より低いコストで提供する 
●同一のコストならば、より質の高いサービスを提供する 



 

 - 8 -

（５）適正なリスク分担 
リスクとは、事故や需要の変動、物価や金利の変動、測量や調査ミスによる計画や仕様の

変更、工事の遅滞などによる工事費の増大、関係法令や税制の変更等予測できない事態によ

り損失が発生するおそれのことをいいます。 
ＰＦＩでは、従来公共側が負担していたリスクのうち、民間のリスク管理能力が生かせる

部分は民間に任せることにより、事業全体のリスク管理能力を高め、損失の回避と行政の支

出削減を図ります。公共と民間のリスク分担については、契約で明確に定め、両者がそれぞ

れの役割を果たすことを義務付けることとなります。 
 
【リスク分担の例（標準的なケースにおける事例）】 

リスクの例 公共 事業者 
銀行等 

第三者 
備  考 

コストオーバーラン  ●   

タイムオーバーラン  ●   

不認可、不許可  ●   

設計変更 ●    

盗難・毀損  ●  付保責任及び保険を超える部分の負担 

火災、地震  ●  付保責任及び保険を超える部分の負担 

特殊な法令・税制変更 ●    

一般的な法令・税制変更  ●   

経営不振 ▲ ● ● ▲：行政による再建支援の場合 

債務不履行 ▲ ● ● ▲：行政による支援がある場合 

不法行為 ▲ ●  住民との関係で行政に責任の生じる余地あり 

瑕疵担保責任  ●   

不可抗力 ● ▲  事業継続のために行政の負担が大きくなる可能性あり 

重大な事情変更 ● ▲  事業継続のために行政の負担が大きくなる可能性あり 

                          （●は主分担、▲は従分担）
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７ ＰＦＩの仕組等 
 
（１）ＰＦＩの仕組 

ＰＦＩ事業は、発注者である「公共」、専門的な観点から助言等を行う外部のコンサルタン

ト又はアドバイザー（以下「外部アドバイザー」という。）、事業実施の際に中心的役割を担

う「ＳＰＣ（特別目的会社）」、融資を行う「金融機関」等、様々な事業主体が参画して運営

される仕組であり、ＰＦＩ事業においては、これら参加主体の間で様々な契約が結ばれるこ

とにより、それぞれの役割とリスクが明確に分担され、事業が実施されていくことになりま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 

 ※従来型手法の場合の事業スキーム 
 
 
 
 
 
 

      設計委託      建設委託          維持管理、運営委託 
 
 

起
債 

 

   

建設会社 SPC[Special Purpose Company] 
（特別目的会社） 

＝ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者 投資者 

外部アドバイザー 公共部門 金融機関 

保険会社 

住民・利用者 

維持管理・運営会社 

設計会社 
サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

委託契約 

 

プロジェクト・ファイナンス 

出資・配当 

建設委託 

評価・管理 事業契約 公募・選定 

出資 

配当 出資・配当 

設計委託 

金融機関 

自治体 

直接設計・運営 

設計会社 維持管理・運営会社 建設会社 
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（２）資金調達方法 
現在、日本では「コーポレート・ファイナンス」が一般的な資金調達方法となっています

が、ＰＦＩを行う場合は主に「プロジェクト・ファイナンス」という資金調達の手法が採用

されています。 
 
  コーポレート・ファイナンス 

企業全体の業績や収益力、担保力等企業の信用に基づく資金調達方法。コーポレート・フ

ァイナンスの場合、ある事業の業績が赤字であっても、金融機関は、その企業全体の

キャッシュフロー
＊

を返済原資として資金を回収する。 
 

プロジェクト・ファイナンス 
特定の事業に着目し、その事業収入だけで金融機関からの融資を返済する資金調達方法。

ＰＦＩでは、特別目的会社（ＳＰＣ）自体が事業自体の信用で借入を行う。事業から出る

キャッシュフロー
＊

に依存するため、事業に係るリスクは、可能な限り明確化し、関係者が最

も適切にリスクコントロールできるよう分担する必要がある。また、担保は事業に関連する

資産や契約書に記載されている範囲に限定される。 
 

＊ キャッシュフローとは・・・ 事業活動による資金の流出入 
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８ ＰＦＩの事業形態 
 

（１）事業スキームによる分類 
ＰＦＩの事業形態について、設計、建設、維持管理、運営の事業推進における公共とＰＦ

Ｉ事業者との関係に着目した分類として､主に次のようなものがあります。事業の際には様々

な観点から検討され、最適な事業方式が選択されます。 
先行事例としては、ＢＯＴ方式とＢＴＯ方式が一般的です。 

    
ＢＯＴ（Build Operate Transfer：建設－運営－移転） 
 ＰＦＩ事業者が自ら資金を調達し、施設を建設する。契約期間中はＰＦＩ事業者が施

設を所有して維持管理、運営を行い、資金を回収する。契約期間終了後は、有償又は無

償により、施設の所有権を公共側へ移転する。 
   －ＢＯＴの仕組－ 

（契約期間内）                 （契約期間終了後） 
 
 

① 
   契 

   約 

 
 
 
 
   ＢＴＯ（Build Transfer Operate：建設－移転－運営） 
     ＰＦＩ事業者が自ら資金を調達し、施設を建設する。施設完成直後に所有権を公共側

へ移転するが、契約期間中はＰＦＩ事業者が施設の維持管理、運営を行い、資金を回収

する。 
   －ＢＴＯの仕組－ 

（契約期間内）                 （契約期間終了後） 
 
             ③施設完成直後に所有権を 
              移転し、公共が所有            

 ① 
    契 
    約 
 
 
 
    

⑤
移
転
（
有
償
・
無
償
） 

所有 

ＰＦＩ施設（公） 

②設計、建設 
③維持管理、運営 
④所有 

ＰＦＩ施設（民） 

②設計、建設 
④維持管理、運営 

ＰＦＩ施設（公） 
ＰＦＩ施設（公） 

所有 

公共団体 

ＰＦＩ事業者 

公共団体 公共団体 

公共団体 

ＰＦＩ事業者 ＰＦＩ事業者 

ＰＦＩ事業者 
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ＢＯＯ（Build Own Operate：建設－所有－運営） 
     ＰＦＩ事業者が自ら資金を調達し、施設を建設する。契約期間中は、施設を所有して

維持管理、運営を行い、資金を回収する。契約期間終了後も、公共側へ施設の所有権を

移転しない。 

－ＢＯＯの仕組－ 
（契約期間内）                 （契約期間終了後） 

 
 

① 
契 
約 

 
 
 
 
 
 
 
 
   ＲＯ（Rehabilitate Operate：改修－運営） 
     ＰＦＩ事業者が自ら資金を調達し、既存施設を改修する。所有権は公共側のまま移転

はしない。契約期間中は、施設の維持管理、運営を行い、資金を回収する。 
－ＲＯの仕組－ 
（契約期間内）                 （契約期間終了後） 

 
 

① 
契 
約 

 
 
 
 
 
 

所有 

ＰＦＩ施設（民） ＰＦＩ施設（民） 

②設計、建設 
③維持管理、運営 
④所有 

所有 

②改修 
③維持管理、運営 

所有 

ＰＦＩ施設（公） ＰＦＩ施設（公） 

公共団体 

公共団体 公共団体 

公共団体 

ＰＦＩ事業者 

ＰＦＩ事業者 ＰＦＩ事業者 

ＰＦＩ事業者 
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   ＢＴ（Build Transfer：建設－移転） 
     施設の設計、建設のみをＰＦＩ事業として契約し、完成後一括払いで公共側が買い取

る。維持管理・運営については、公共自ら、または、指定管理者等により行う。 
－ＢＴの仕組－ 
（契約期間内）                 （契約期間終了後） 

 
 

① 
契 
約 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   Ｏ（Operate：運営） 
     ＰＦＩ事業者は施設等の設計、建設、所有を行わずに、維持管理及び運営のみ行う。 

－Ｏの仕組－ 
（契約期間内）                 （契約期間終了後） 

 
 

① 
契 
約 

 
 
 
 

所有 

ＰＦＩ施設（民） 

②設計、建設 
③所有 

ＰＦＩ施設（公） 

所有 

②維持管理、運営 

所有 

ＰＦＩ施設（公） ＰＦＩ施設（公） 

ＰＦＩ事業者 

ＰＦＩ事業者 ＰＦＩ事業者 

ＰＦＩ事業者 

公共団体 

公共団体 公共団体 

公共団体 
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行政の関与 ⇒ ＰＦＩ事業者に対して公共がサービスの対価を支払う 
事   例 ⇒ 庁舎、図書館、学校等 

行政の関与 ⇒ ＰＦＩ事業者に対する公的負担なし 
事   例 ⇒ 公営プール、有料道路等 

行政の関与 ⇒ 補助金等の公的支援活用 
事   例 ⇒ 体育館、都市公園等 

（２）事業の収益による分類 
ＰＦＩ事業は、公共の関与の程度や事業収益の取扱方法により、次の３つの事業形態に大

別されます。 
 
サービス購入型 

ＰＦＩ事業者が行う公共施設等の整備・運営に対し、公共がそのサービス対価を支払う。 
 
 
 
 

 
 
 
 
独立採算型 
ＰＦＩ事業者が公共施設を整備・運営し、利用者から徴収する料金収入によって、民間事

業者が整備費用を独立採算により回収する。 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

混合型（ジョイントベンチャー型） 
利用者から徴収する料金収入及び補助金等の公的支援により、ＰＦＩ事業者が整備費用

を回収する。 
 

 
 

 
 
 

サービス購入料金 サービス提供 

公共団体 ＰＦＩ事業者 利用者 

公共団体 ＰＦＩ事業者 利用者 

サービス提供 

利用料金支払

事業許可等 

公共団体 ＰＦＩ事業者 利用者 

サービス提供 

利用料金支払

補助金等 
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リスク 

 

支払利息 

 

運営費 

維持管理費 

 

建設費 

設計費 

税金・利益 

 

支払利息 

 

運営費 

維持管理費 

建設費 

設計費 

９ ＶＦＭとは 
 
  ＶＦＭ（Value For Money）とは、公的資金がいかに効率的かつ効果的に運用されている

かの指標であり、ＰＦＩ事業を実施するかどうかの判断基準となります。 
  ＰＦＩ事業におけるＶＦＭは、「同一のサービスならば、より低いコストで提供する」、「同一

のコストならば、より質の高いサービスを提供する」という２つの視点があります。このこと

から、ＰＦＩ事業による公共施設等の整備等が、前述の趣旨により、従来型の公共事業に比較

して優れている（ＶＦＭが達成されている）のであれば、当該事業をＰＦＩ手法で実施するこ

とになります。 
 ＶＦＭの評価は、事業契約期間全体を通じて、その検討を行うことになります。このことか

ら、従来型の公共事業を実施した場合の事業期間全体の公的財政負担の見込額ＰＳＣ（Public 

Sector Comparator）とＰＦＩ手法を導入した場合の事業契約期間全体のＰＦＩ事業者への支

払見込額ＬＣＣ（Life Cycle Cost）をそれぞれ現在価値に換算した上で、比較することにな

ります。 
ＶＶＦＦＭＭのの概概念念   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
―ＰＦＩ事業ＬＣＣの考え方― 

従来の公共事業と比較すると、税金や利益など今まで無かった部分でのコスト負担や資金調達

部分での支払利子の増加等が見込まれます。 
一方、建設費や運営費の面では、設計・建築・維持管理、運営等が一体的に扱われることや性

能発注により民間のノウハウが有効に活用されること等で、コストの縮減が期待できます。 
 

 

市
の
財
政
負
担
総
額
（
現
在
価
値
） 

  公共事業 ＰＳＣ      ＰＰＰ／ＰＦＩ事業 ＬＣＣ 

ＶＦＭの達成 
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第 2 章 ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討の対象 
 
 この章においては、ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討の対象について説明します。 
 
１ 対象とするＰＰＰ／ＰＦＩ手法 
 
  優先的検討の対象とする手法は、次のとおりです。 

※  波線はＰＦＩ手法   
民間事業者が公共施設等の運営

等を担う手法 
公共施設等運営権方式 
指定管理者制度 
包括的民間委託 
O 方式（運営等 Operate） 

民間事業者が公共施設等の設計、

建設又は製造及び運営等を担う

手法 

BTO 方式（建設 Build-移転 Transfer-運営等 Operate） 
BOT 方式（建設 Build-運営等 Operate-移転 Transfer） 
BOO 方式（建設 Build-所有 Own-運営等 Operate） 
DBO 方式（設計 Design-建設 Build-運営等 Operate） 
RO 方式（改修 Rehabilitate-運営等 Operate） 
ESCO 

民間事業者が公共施設等の設計

及び建設又は製造を担う手法 
BT 方式（建設 Build-移転 Transfer）（民間建設買取方式） 
DB 方式（設計 Design-建設 Build） 
民間建設借上方式 
特定建築者制度等（市街地再開発事業の特定建築者制度、特

定業務代行制度及び特定事業参加者制度並びに土地区画整

理事業の業務代行方式をいう。） 
その他 公的不動産の利活用等（定期借地権方式、公共所有床の活用、

占用許可等の公的空間の利活用、Ｐａｒｋ－ＰＦＩ等） 
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２ ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討の開始時期 
 
  次に掲げる場合その他の公共施設等の整備等の方針を検討する場合に、併せて優先的検討を

行うものとします。 
 
１ 新たに公共施設等の整備等を行うために基本構想、基本計画等を策定する場合 
２ 公共施設等の運営等の見直しを行う場合 
３ 「平塚市公共施設等総合管理計画」における「個別施設計画」の策定又は改定を行う場合 
４ 「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成２６年８月２９日総務省自治財政局

通知）第２の「経営戦略」の策定又は改定を行う場合 
５ 市有地の未利用資産等の有効活用を検討する場合 
６ 公共施設等の集約化又は複合化等を検討する場合 
 
 
３ ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討の対象とする事業 
 
  ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入に当たっては、従来型手法とＰＰＰ／ＰＦＩ手法とのコスト比較

やリスク分担などＰＰＰ／ＰＦＩ特有の調査・検討が必要となります。したがって、本市のす

べての事業を検討対象とすることは、かえって効率的な行財政運営の妨げになることが予想さ

れます。 
  そこで、次に該当する公共施設整備事業を優先的に検討することとします。 

 ただし、次に該当する事業以外であっても、Ｐ４「第１章 ３ ＰＰＰ手法導入により期待さ

れる効果」に掲載している効果が期待できるものであれば、優先的検討の対象となる事業とし

ます。また、対象事業の例外となるものもあります。（＊） 
 
 次の１及び２に該当する公共施設整備事業を優先的検討の対象とします。 
１ 次のいずれかに該当する事業その他民間事業者の資金、経営能力及び技術的能力を活用する

効果が認められる公共施設整備事業 
（１）建築物又はプラントの整備等に関する事業 
（２）利用料金の徴収を行う公共施設整備事業 
 
２ 次のいずれかの事業費基準を満たす公共施設整備事業 
（１）事業費の総額が１０億円以上の公共施設整備事業（建設、製造又は改修を含むものに限る。） 
（２）単年度の事業費が１億円以上の公共施設整備事業（運営等のみを行うものに限る。） 
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＊対象事業の例外 

 次に掲げる公共施設整備事業を優先的検討の対象から除くものとします。 
（１）既にＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入が前提とされている公共施設整備事業 
（２）競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号）に基づく

市場化テストの導入が前提とされている公共施設整備事業 
（３）民間事業者が実施することが法的に制限されている公共施設整備事業 
（４）災害復旧事業等、緊急に実施する必要がある公共施設整備事業 
 
 
４ ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討の視点 
 
  ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入には、次の視点を含めて検討を行います。 
 
（１）民間事業者にとって、ノウハウを活用し、創意工夫できる範囲が広いと考えられる事業で

あるか 

   事業の性質・内容等から見て民間事業者の創意工夫を活用できる余地が大きいほど、民間

事業者のノウハウを活かし、市民サービスの向上を図ることができます。 
 
（２）民間事業者のノウハウにより、効率的、効果的な公共施設の整備・運営が可能な事業であ

るか 

   民間事業者のノウハウを活かして公共施設の整備・運営を行うことにより、コスト削減や

工期短縮を図ることができます。 
 
（３）長期にわたって安定した需要が見込まれる事業であるか 

   継続した行政需要が見込まれるものであれば、民間事業者にとって継続的に安定した収入

が確保できるため、事業計画が立てやすく、多くの事業者の参加が見込まれることにより、

事業者間の競争による効果が期待できます。 
 
（４）事業の成果の計測が容易であり、客観的評価が可能であると考えられる事業であるか 

   民間事業者からのサービス提供に対する基準が明確であり、事業の評価が客観的にできる

ものであれば、目標として設定したサービス水準のモニタリングによる監視が行いやすく、

安定した事業運営を行うことができます。 
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第 3 章 ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討・事業実施体制 
 

ＰＰＰ／ＰＦＩは、公共施設を整備し、運営するための一つの手法であることから、導入検討

やその後の手続においては事業を所管する課（以下「事業担当課」という。）において進めること

となります。 

しかしながら、ＰＰＰ／ＰＦＩは、法律、技術及び金融面で専門的な知識を必要とし、特に導

入検討段階においては、技術面や制度面において課題が多くあるため、庁内関係各課との連携・

調整を図りながら、また専門的知識を有する外部アドバイザーを活用することにより、ＰＰＰ／

ＰＦＩ事業を進めることとなります。 
 ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討・事業実施体制は、次の図のとおりです。 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討段階 

（Ｐ２２「第４章 ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討」） 

ＰＦＩ事業実施段階 

（Ｐ３１「第５章 ＰＦＩ導入」） 

事業手法検討 

外部アドバイザー 

事業手法検討会議 

 

 

 

事 

 

業 

 

担 

 

当 

 

課 

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会 

（事務局：資産経営課） 

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査

委員会 

（事務局：事業担当課） 

事業相談 

相談対応・事業支援 

導入検討依頼 

検討結果報告 

事業実施支援 

ＰＦＩ事業者選定依頼 

ＰＦＩ事業者選定結果報告 

資産経営課 

（ＰＰＰ／ＰＦＩ主管課） 
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１ 事業担当課 
 
  ＰＰＰ／ＰＦＩの事業の検討及び実施については、事業担当課が中心になり、関係各課と調

整を図りながら進めていくこととします。 
事業検討及び運営段階（事業実施段階）における事務としては、次のとおりです。 
 
検討段階 ： 事業担当課提案または民間事業者提案について、適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法を

選択し、必要に応じてＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会に対して導入検討を依頼

します。簡易な検討、詳細な検討を経て、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入するか評

価します。 
（ＰＦＩ手法を導入することとした場合は、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査

委員会に対して事業者選定を依頼することとなります。その際、実施方針策定

以降の手続については、外部アドバイザーの助言を受けながら進めていくこと

となります。） 
運営段階： 外部アドバイザーを活用してモニタリング業務を行うこととなります。 

 
 
２ 資産経営課（ＰＰＰ／ＰＦＩ主管課） 
 
  ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に係る総合調整を行い、本市が取り組むＰＰＰ／ＰＦＩ事業を支援する

こととし、次の業務を行います。 
  ○ＰＰＰ／ＰＦＩ情報を調査・分析し、本市におけるＰＰＰ／ＰＦＩ事業の総合調整を図る 
  ○事業担当課の相談に応じる 
  ○ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会の事務局となる 

○ＰＦＩ法に基づく民間事業者提案（＊）の受付窓口となる 
 

＊ＰＦＩ法に基づく民間事業者提案 

ＰＦＩ法第６条の規定に基づく「実施方針の策定の提案」 
         （Ｐ２５「第４章 ３（２）ＰＦＩ法に基づく民間事業者提案について」参照）  
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３ ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会（事務局：資産経営課） 
 
  事業担当課からの依頼に基づき、ＰＰＰ／ＰＦＩの導入に関して必要な事項を検討すること

とし、次の業務を行います。 
  ○簡易な検討の実施（詳細な検討を実施するかどうかの検討） 
  ○ＰＰＰ／ＰＦＩ導入可能性調査委託業者の選定（詳細な検討） 

○ＰＦＩ手法導入に係る外部アドバイザーの選定 
  ○ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会委員の選定 
  ○その他ＰＰＰ／ＰＦＩの導入に関して必要な事項の検討 

なお、当該事業にＰＰＰ／ＰＦＩを導入するかどうかは、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会の

検討結果を踏まえて、庁議に付議し、決定します。 
 
 －委員構成－ 

委員長 資産経営課（ＰＰＰ／ＰＦＩ主管課）の事務を担任する副市長 
副委員長 他の副市長 
委員 企画政策部長、総務部長、企画政策課長、財政課長、資産経営課長、

その他委員長が必要と認める者 
※ 事業担当課は、議題提案課となります。 

 ※ ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会の設置要綱は、Ｐ５７資料２のとおりとします。 
 
 
４ ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会（附属機関）（事務局：事業担当課） 
 

ＰＦＩ手法を導入することが確定した事業について、ＰＦＩ事業者の選定を行います。 
専門性や客観性を確保する必要があることから、「平塚市附属機関設置条例」（平成２５年３

月条例２号）に基づく附属機関として、学識経験者、関係団体代表者等により構成することと

なります。 
なお、ＰＦＩ以外のＰＰＰ手法を導入することが確定した事業の場合であっても、当該委員

会による事業者選定を行うことも可能とします。 
 ※ ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会は、事業担当課が事務局となり、事業ごとに設置す

ることとします。事業担当課は附属機関設置の事務手続きを行います。 
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第 4 章 ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討 
 
 この章では、平塚市においてＰＰＰ／ＰＦＩ手法を優先的に検討する場合の手続について説明

します。 
 
ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討手順 
 ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の優先的検討は、次の５つの段階を経て進められることとなります。 

なお、具体的な事務の流れについては、Ｐ２９「第４章 ６ 作業フロー」及びＰ４５「参考資

料 ＰＰＰ／ＰＦＩ事務フロー」に記載しています。 

 項  目 主 な 事 務 担当課 

 Step１ 事業の提案 ・事業担当課提案 
・民間事業者提案 

事業担当課 
 

 Step２ 適切なＰＰＰ／Ｐ

ＦＩ手法の選択 ・適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の選択 
事業担当課 
資産経営課 
関係課 

 Step３ 簡易な検討 
・ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討シートの作成 
・ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会における簡易な検討 
・組織、予算等の体制整備 

事業担当課 
資産経営課 

 Step４ 詳細な検討 
・ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会における調査実施者

の選定及び調査結果による方向性の整理 
・導入の可否決定 

資産経営課 
事業担当課 

 Step５ 評価結果の公表 ・ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入しない旨の公表 事業担当課 

 
１  Step１  事業の提案 
 

事業の提案には、「事業担当課提案」及び「民間事業者提案」があります。 
 

（１）事業担当課提案 
   事業担当課は、公共施設の整備に当たり、平塚市公共建築物の整備等に係る事前協議等に

関する要綱に基づき、公共建築物整備等事前協議書を作成し、資産経営課に提出します。ま

た、事業担当課は、事前協議を進めるため、概算事業費を算出します。概算事業費の算出は、

他自治体の類似事例を参考にする方法、民間事業者から意見を聴取する方法、建築住宅課（教

育委員会所管施設の場合は教育施設課）に依頼する方法等により行います。これらの段階で、

事業の方向性等について確認する必要がある場合は、理事者と協議します。 

資産経営課は、事前協議を実施していく中で、当該事業がＰ１６「第２章 ＰＰＰ／ＰＦ

Ｉ優先的検討の対象」により、優先的検討の対象となる公共施設整備事業に該当するかどう

かを判断します。 

※ 公共建築物整備等事前協議書の提出がない「公共施設の運営のみを実施する事業」につ

いても、事業担当課と資産経営課は、事業の構想段階で協議を実施します。資産経営課は、

当該事業が優先的検討の対象となる公共施設整備事業に該当するかどうかを判断します。 
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（２）民間事業者提案 
   市の事業計画との整合性、公共事業としての妥当性及び必要性を考慮し、Ｐ１６「第２章

ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討の対象」に照らして検討していくこととなります。 
民間事業者提案には、ＰＦＩ法に基づく提案とその他の提案（事業発案時の官民対話にお

いてなされる提案等）が想定されます。ＰＦＩ法に基づく提案については、 Step３簡易な

検討の中で説明します。 
 
２  Step２  適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の選択 
 
  事業担当課と資産経営課は、Ｐ１６「第２章 ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討の対象」により優

先的検討の対象となる公共施設整備事業について協議し、当該事業における適切なＰＰＰ／Ｐ

ＦＩ手法（以下、「採用手法」という。）を検討します。採用手法の検討については、Ｐ５６資

料１採用手法選択フローチャートや、過去のＰＰＰ／ＰＦＩ事業の事例を参考にするほか、民

間事業者から具体的なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の提案がされている場合は、当該手法を採用手法と

することが考えられます。この時点では、一つの手法だけでなく、複数の採用手法を候補とし

て選択することができます。 

  事業担当課と資産経営課は、採用手法が次に掲げるものに該当するかどうかを判断します。

該当する場合、 Step３簡易な検討や Step４詳細な検討を省略することができます。（＊） 
 

＊ Step３や Step４を省略できる採用手法 

（１）指定管理者制度 → Step３及び Step４の省略 
（２）当該事業が、施設整備業務の比重の大きいもの又は運営等の業務内容が定型的なものに該

当する場合におけるＢＴＯ方式等 → Step３の省略 
（３）ＰＦＩ法に基づく民間事業者提案による当該採用手法 → Step４の省略 
（４）ＰＦＩ法に基づかないその他の民間事業者提案であって、当該提案において、従来型手法

による場合と採用手法を導入した場合との間での費用総額の比較等の客観的な評価により、

当該採用手法の導入が適切であるとされている場合における当該採用手法 
→ Step３及び Step４の省略 

（５）当該事業が同種事例や、従来型手法とＰＰＰ／ＰＦＩ手法の費用総額の比較等から、ＰＰ

Ｐ／ＰＦＩ手法の活用のメリットが十分期待できると認められる場合における当該採用手法 

→ Step３及び Step４の省略 
※（４）及び（５）における Step４の省略については、専門的なコンサルタント等に委託し

て詳細に検討をすることが望ましい場合もあるため、慎重に判断する必要があります。 
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採用手法がＰ２３「＊ Step３や Step４を省略できる採用手法」のうち、（４）や（５）に

該当する可能性がある場合は、事業手法検討会議を実施します。事業手法検討会議は、ＰＰＰ

／ＰＦＩ手法の採用によりコスト削減や工期短縮等が可能かどうかを検討するため、事業担当

課及び資産経営課のほか、建築住宅課（教育委員会所管施設の場合は教育施設課）も加わった

３課で実施します。 
 

＊事業手法検討会議（事務局：事業担当課） 

〔構成〕事業担当課、資産経営課、建築住宅課（教育委員会所管施設の場合は教育施設課） 
〔実施目的〕従来型手法とＰＰＰ／ＰＦＩ手法の比較による、適切な事業手法の選択 
       Step３、 Step４が省略可能かどうかの判断 
〔比較の観点〕Ｐ１８「第２章 ４ ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討の視点」参照 
 
事業手法検討会議において、従来型手法とＰＰＰ／ＰＦＩ手法を比較した上で、当該事業に

おける適切な事業手法を選択します。また、 Step３や Step４が省略可能かどうかも併せて

判断します。 
事業担当課は、事業手法検討会議の結果を踏まえて Step３及び Step４を省略する場合、

理事者と協議した上で庁議に付議し、選択した事業手法による当該事業の実施を決定します。 
なお、 Step３や Step４を実施することとした場合は、Ｐ２５以降に記載されている手順

に沿って事業手法に関する検討を引き続き行います。 
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３  Step３  簡易な検討 
 
   Step２適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の選択によって、簡易な検討が必要とされる公共施設整

備事業について、 Step４詳細な検討を行う前に当該事業にＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入の見込が

あるか検討を行います。 
 
（１）事業担当課提案 
  事業担当課提案については、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会において、従来型手法による場

合と採用手法を導入した場合との間での費用総額の比較による評価又はその他の方法による簡

易な検討（＊）によって、採用手法の導入の適否を評価します。 
 

① 選択した採用手法をもとに、平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討シート（第１号様式）（Ｐ４９

参照）の作成を原則とし、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会（事務局：資産経営課）に導入検

討を依頼します。 
 

② 資産経営課は、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会に諮る前に次の作業を行います。 
  ・記載事項等提出書類の確認 
  ・簡易的な費用総額の比較による評価を行うための平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法簡易定量評価

調書（第２号様式）（Ｐ５１参照）の作成 ※事業担当課から、平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入

検討シート（第１号様式）の提出があった場合、作成することとします。 
 

③ ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会は、事業担当課からの提出書類、資産経営課が行った簡易

定量評価の結果等に基づき、自ら公共施設等の整備等を行う従来型手法による場合と、採用

手法を導入した場合との間の費用総額を比較し、採用手法の導入の適否を評価した後、事業

担当課に評価結果を回答します。 
 

④ 事業担当課は、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会の回答により、 Step４詳細な検討を行う

こととします。ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入が適さないと評価された場合には、 Step５評価結

果の公表を行います。 
 
＊その他の方法による簡易な検討 

採用手法の過去の実績が乏しいこと等により費用総額の比較が困難と認められるときは、簡易

な検討にかかわらず、次に掲げる評価その他公的負担の抑制につながることを客観的に評価する

ことができる方法により採用手法の導入の適否を評価することができます。 
（１）民間事業者への意見聴取を踏まえた評価 
（２）類似事例の調査を踏まえた評価 
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（２）ＰＦＩ法に基づく民間事業者提案について（ＰＦＩ法第６条） 
 

① 民間事業者がＰＦＩ法に基づくＰＦＩ事業の提案を行う場合は、平塚市ＰＦＩ事業提案書

（第３号様式）（Ｐ５２参照）にＰＦＩ導入による効果及び効率性に関する評価の結果を示す

書類（ＶＦＭ等を判断することができる資料）等の必要書類を添えて、平塚市（資産経営課）

に提出します。 
 

② 資産経営課において提出書類を形式的に審査し、不備がなければ事業担当課に当該提出書

類を送付します。 
 

③ 事業担当課は、事業化に係る庁内の調整及び提案者との調整を図り、民間事業者から提出

された事業提案書等を添付して、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会に対して当該事業提案に係

る検討を依頼します。 
 

④ ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会は、当該事業提案について、平塚市として事業性があると

考えられるものであるか、またＰＰＰ／ＰＦＩとして事業性があると考えられるものである

かの実質的な審査を行い、採用すべきかどうかの意見を付し、検討結果を事業担当課及び資

産経営課に対して回答します。 
 

⑤ 事業担当課は、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会の回答結果を受けて庁議に付議し、当該事

業提案の採用の可否を決定します。事業担当課は、この結果を遅滞なく提案者に通知しなけ

ればなりません。 
 

⑥ 民間事業者提案については、提案者がＶＦＭ等を判断することができる資料を作成し、提

出することとなっているため、 Step４詳細な検討を省略することができます。その場合に

は、Ｐ３１「第５章 ＰＦＩ導入」に従って導入手続を進めます。 
  また、不採用となった場合には、 Step５評価結果の公表を行います。 

 
（３）事業担当課による体制整備 
  事業担当課は、事業検討に当たり、必要に応じて、組織、予算等の体制を整備します。 
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４  Step４  詳細な検討 
 
（１）詳細な検討 
   事業担当課は、 Step３簡易な検討におけるＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会の回答結果を

踏まえ、もしくは Step３簡易な検討を省略し、詳細な検討を実施します。 
詳細な検討は、専門的な外部コンサルタントを活用するなどにより、要求水準、リスク分

担等の検討を行った上で、詳細な費用等の比較を行い、従来型手法による場合と、採用手法

を導入した場合との間で、費用総額を比較し、採用手法の導入の適否を評価します。 
これに当たり、調査業務や業務支援の委託業者を選定する場合には、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入

検討委員会において行います。 
あらかじめ検討して理由を整理した上で、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の採用が決定した場合のそ

の後のアドバイザー業務も業務内容に加えて募集・選定する方法もあります。 
（２）導入可能性調査 

詳細な検討の代表的な方法には、導入可能性調査があります。導入可能性調査を実施する

場合、事業担当課は、調査委託までに次のとおり事業内容を整理しておく必要があります。 
○実施目的  ＰＰＰ／ＰＦＩの導入検討において、想定される事業スキーム、法規制等による

制度上の課題、導入により想定される効果等を検討することにより、当該事業に対

するＰＰＰ／ＰＦＩ導入の可能性を総合的に検証します。 
○事前に整理するべき事項 

① 事業内容 ： 事業実施の背景、経緯、内容等の整理 
② 施設概要 ： 施設の概要を可能な範囲内で整理 

  ③ 導入目的 ： ＰＰＰ／ＰＦＩ導入の目的を整理 
  ④ 導入条件 ： 民間施設との複合化、民間独自事業の附帯等に関する基本的考えを整理 
  ⑤ 事業範囲 ： ＰＰＰ／ＰＦＩ導入を行う事業範囲を整理 
  ⑥ 資金調達 ： 起債、補助金等資金面の整理 
○調査事項 
  ① 定量的評価の検証 
  ・直営方式で行った場合の市の負担額（ＰＳＣ）とＰＰＰ／ＰＦＩで行った場合の市の負担

額（ＰＰＰ／ＰＦＩ－ＬＣＣ）の比較によるＶＦＭ算出 
 ・事業を実施する際に見込まれる様々な状況を勘案することによる事業化のシミュレーショ

ン調査 
② 定性的評価の検証 

  ・公共と民間のサービスの実態の把握 
  ・民間事業者に対して意向調査（参入意欲等の把握）の実施 
  ・市の特性に合わせた事業であるかを総合的に検証 

③ 公共施設等運営権設定の検証 
  ・独立採算型（利用料金を徴収する施設）の事業形態を検討する事業について、公共施設等

運営権設定の検証 
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（３）導入可能性調査終了後の手続 
   調査の終了後、当該調査結果をもとに、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会において、導入す

べきかどうかの意見を付し、検討結果を事業担当課及び資産経営課に対して回答します。 

事業担当課は、この回答を受けて庁議に付議し、ＰＰＰ／ＰＦＩを導入するかどうかを決

定します。また、当該調査結果の内容を公表します。 

※ 導入しないことが決定した場合には、 Step５に従って評価結果の公表を行います。 

 
－調査結果を踏まえてのＰＰＰ／ＰＦＩ導入の可否に係る判断の視点－ 

 

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入に係る可否の判断は、事業の必要性、法規制及び地区計画等の遵守など

を再確認した上で、導入可能性調査により得られた結果を次の視点により分析して行います。 

 

 

① 民間活力の導入により、市民サービスの向上や事業コストの削減を図ることができるか 

  

② 財政の平準化のメリットを活かすことができるか 

 

③ ＰＦＩの特徴（Ｐ７ 第１章６参照）である設計、建設、維持管理、運営における一括

発注及び性能発注が可能であるか 

 

④ ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討の視点（Ｐ１８ 第２章４参照）を踏まえて導入が可能である

と判断できるか 

 

以上４項目のほか、本市を取り巻く社会経済情勢を勘案して、総合的に検討し、判断する

こととします。 
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５  Step５  評価結果の公表 
 

 Step３及び Step４において、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入に適しないと評価した場合に

は、次に掲げる事項をそれぞれ定める時期に平塚市ＨＰ等のインターネット上で公表します。 

採用手法の評価結果を第三者による比較が可能な状態で公表することにより、採用手法の導

入の適否の判断について、透明性を確保するとともに住民及び民間事業者に対する説明責任を

果たします。 

 

（１）簡易な検討の結果の公表 

① ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入しないこととした旨その他当該公共施設整備事業の予定価

格の推測につながらない事項 

→ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入しないこととした後、遅滞ない時期 

② 平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法簡易評価調書の内容 

→入札手続の終了後等適当な時期 

 

（２）その他の方法による簡易な検討 

① ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入しないこととした旨及び客観的な評価結果の内容（当該公共

施設整備事業の予定価格の推測につながらない事項） 

→ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入しないこととした後、遅滞ない時期 

② 客観的な評価結果の内容（当該公共施設整備事業の予定価格の推測につながる事項） 

→入札手続の終了後等適当な時期 

 

（３）詳細な検討 

① ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入しないこととした旨その他当該公共施設整備事業の予定価

格の推測につながらない事項 

→ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入しないこととした後、遅滞ない時期 

② 平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法簡易評価調書の内容（ Step４詳細な検討（導入可能性調査）

の結果を踏まえて更新した場合は当該更新した後のもの） 

→入札手続の終了後等適当な時期 
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６ 作業フロー 
 

 Step１から Step５までに係る事務手続は、次の作業フローによることとします。 

 事業担当課 資産経営課 
建築住宅課・ 

教育施設課 

ＰＰＰ／ＰＦＩ 

導入検討委員会 

理事者面談 

・庁議 

① 

 

事 

 

業 

 

担 

 

当 

 

課 

 

提 

 

案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法（採用手

法）の選択【２課で事業手法を検討】 

Step１ 
公共建築物整備等事

前協議書の提出 

Step２ 

Step３ 

Step４ 

Step５ 

 
事前協議の実施 

概算事業費

の算出 
概算事業費等の協議 

該当する 

PPP/PFI 優先的

検討の対象とな

るかの判断 

事業手法検討会議【３課で事業手法を選択】 

事業の方向性等の確認 理事者 
面談 

該当しない 
PPP/PFI 優先的検討

の対象とせずに事業

を実施 

Step３及び 
Step４を行う 

Step３及び 
Step４を省略する 

PPP/PFI 導入検討シ

ート（第１号様式）

を作成し、PPP/PFI
導入検討委員会に導

入検討を依頼 

PPP/PFI 手法簡易定

量評価調書（第２号

様式）を作成 

理事者 
面談 再検討 

PPP/PFI手法導入の適否

を評価 

Step４詳細な検討を実施

するかの判断 
実施しない PPP/PFI 以外の手法

を検討 

PPP/PFI 導入検討

委員会に導入可能

性調査の実施事業

者選定を依頼 
導入可能性調査の実施事

業者を選定 

導入可能性調査を

実施 PPP/PFI手法導入を検討

し、結果を事業担当課及

び資産経営課へ回答 
庁議付議 

PPP/PFI 手法により

事業を実施 
PPP/PFI 手法を導入する 

PPP/PFI 手法を導入

しない旨を公表し、

PPP/PFI 以外の手法

により、事業を実施 

PPP/PFI 手法を導入しない 

庁議付議 採用手法に

より事業を

実施 

Step３及び 
Step４を省略する 

Step３及び Step４を行う 
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 事業担当課 資産経営課 
ＰＰＰ／ＰＦＩ 

導入検討委員会 
民間事業者 

②

Ｐ

Ｆ

Ｉ

法

に

基

づ

く 

民

間

事

業

者

提

案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業担当課 資産経営課 
ＰＰＰ／ＰＦＩ 

導入検討委員会 
民間事業者 

③

そ

の

他

の

民

間

事

業

者

提

案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Step２ 

①事業提案 
②適切なＰＰＰ／ＰＦ

Ｉ手法の選択 

 Step３、 Step４を省略しない場合は、 

「①事業担当課提案」の Step３以降の作業

業フローを参考にしてください。 

④実質的審査 

事業担当課及び資

産経営課へ回答 

 
⑤実質的審査の結果を

受け、最終的な当該事業

提案の採用可否を庁議

にて決定 

②形式的審査 ③内容確認、庁内及

び提案者との調整、

資料作成、検討依頼 

⑧採用の可否

決定について

説明 

Step１ 
事業提案 

①事業提案書

の作成 

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を

導入しない旨の公表 

Step５ 

不採用

の場合 

Step３ 

Step１ 

 Step４を省略しない場合は、「①事

業担当課提案」の Step４以降の作

業業フローを参考にしてください。 
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第５章 ＰＦＩ導入 
 

 この章では、第４章においてＰＦＩ手法の採用が決定した事業を行う場合の手続について説明

します。また、ＰＦＩ以外のＰＰＰ手法の採用が決定した事業を行う場合であっても、第４章に

引き続きＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会に諮りながら、本章を準用して導入することが可能です。 

 

ＰＦＩの手順 
ＰＦＩは、実施方針の策定から、次の５つの段階を経て進められることとなります。 
なお、具体的な事務の流れについては、Ｐ４５「参考資料 ＰＰＰ／ＰＦＩ事務フロー」に記

載しています。 

 項  目 主 な 事 務 担当課  

 Step１ 実施方針の策定 

・外部アドバイザーとの契約 
【・公共施設等運営権に係る条例制定①】 
・実施方針の策定② 
・実施方針の公表③ 

事 
 

 

業 
 

 

担 
 

 

当 
 

 

課 

 Step２ 特定事業の選定 
・特定事業の選定④ 
・特定事業の公表⑤ 
・債務負担行為の設定 

 Step３ 事業者の選定 

・ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会における事業

者選定手法等の検討 
・募集要項作成、配布 
・事業者の公募 
（・民間事業者からの技術提案⑥） 
・事業者の選定⑦ 
・選定事業者の公表⑧ 
・契約交渉 
【・公共施設等運営権設定の議会の議決⑨】 
・契約に係る議会の議決⑩ 
【・公共施設等運営権の設定⑪】 
【・公共施設等運営権の設定の公表⑫】 
・契約締結 
【・公共施設等運営権実施契約の締結⑬】 

 Step４ 選定事業の実施 ・外部アドバイザーとの契約 
・モニタリングの実施 

 Step５ 事業の終了 ・事業終了手続 
・事業評価 

※１ 【 】内に記した事務は、公共施設等運営権を設定するＰＦＩ事業に要する事務です。 

※２ 番号が付されている事務については、ＰＦＩ法に事務手続き等に係る事項が規定されてい

ます。それぞれの関係規定は次のとおりです。 

①公共施設等運営権に係る条例制定：ＰＦＩ法第１８条 

②実施方針の策定：ＰＦＩ法第５条及び第１５条 

③実施方針の公表：ＰＦＩ法第５条第３項 

④特定事業の選定：ＰＦＩ法第７条 
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⑤特定事業の公表：ＰＦＩ法第１１条第１項 

⑥民間事業者からの技術提案：ＰＦＩ法第１０条第１項 

⑦事業者の選定：ＰＦＩ法第８条第１項 

⑧選定事業者の公表：ＰＦＩ法第１１条第１項 

⑨公共施設等運営権設定の議会の議決：ＰＦＩ法第１９条第４項 

⑩契約に係る議会の議決：ＰＦＩ法第１２条 

⑪公共施設等運営権の設定：ＰＦＩ法第１９条第２項 

⑫公共施設等運営権の設定の公表：ＰＦＩ法第１９条第３項 

⑬公共施設等運営権実施契約の締結：ＰＦＩ法第２２条 

 
１  Step１  実施方針の策定 
 

  実施方針については、ＰＦＩ法第１５条の規定に基づき、毎年度、４月１日（当該日におい

て当該年度の予算が成立してない場合にあっては、予算の成立の日）以後遅滞なく、その年度

に策定することが見込まれる実施方針に係る策定の見通しに関する事項を公表しなければなり

ません。 

 

（１）外部アドバイザーの選定 
   ＰＦＩ事業の検討に当たっては、金融、法務、技術等の専門的知識やノウハウを必要とす

ることから、外部アドバイザーを活用することとします。 

   事業担当課は、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会に対して外部アドバイザーの選定を依頼し、

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会において外部アドバイザーを選定（＊）することとなります。 

 

＊外部アドバイザー選定のポイント 

○ＰＦＩ事業者の選定は、ＰＦＩ事業に大きく影響してくるものであることから、このＰＦ

Ｉ事業者選定業務に関わる外部アドバイザーの選定に当たっては、慎重に検討を行うこと

となります。 

○行政側の外部アドバイザーとなるものは、直接利害関係が生じるため、ＰＦＩ事業を行う

民間事業者又はＰＦＩ事業者側のアドバイザーになることができません。 

○業務の一貫性や品質の確保等を考慮し、事業の効率性が高まると判断される場合、詳細な

検討において業務委託した事業者と同一事業者に引き続き委託する方法もありますが、一

者随契とする理由を整理する必要があります。 

○詳細な検討において調査業務や業務支援の委託業者を選定する際に、あらかじめ検討して

理由を整理した上で、アドバイザー業務も業務内容に加えて募集・選定する方法もありま

す。 
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―外部アドバイザーに委託する業務内容― 

項    目 業 務 内 容 

（１）ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定

審査委員会の運営 

①ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会の委員選定の支援 

②ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会資料の作成 

③応募者提案概要書の作成 

④委員会運営支援 

⑤その他必要な支援 

（２）実施方針の策定・公表に係

る業務 

①実施方針（案）の策定 

②実施方針への質疑応答への支援 

（３）特定事業
   ＊

の選定・公表に係

る業務 

①概算施設整備費の精査 

②ＶＦＭの精査 

③予定価格の設定 

④特定事業
   ＊

の選定（案）の策定 
（４）事業者の募集・選定に係る

業務 

①入札説明書又は事業者募集要項（案）の策定 

②要求水準書（案）の策定 

③事業者選定基準（案）の策定 

④応募者提案様式（案）の策定 

⑤参加資格審査の支援 

⑥応募者等よりの質疑への対応、回答書策定 

⑦その他必要な書類の作成 

（５）契約書の作成と締結交渉に

係る業務 
①事業契約書（条件規定書

＊＊

）（案）の策定 
②契約等の締結に係る支援（質疑への対応等） 

③その他必要な支援 

（６）事業開始後のモニタリング

の検討 

①モニタリングの仕組の検討 

②モニタリング方法書（案）の検討 

（７）その他必要な業務  

＊特定事業とは・・・ＰＦＩ法第２条第２項に規定する事業 

＊＊条件規定書とは・・・プロポーザルにおいて、募集時に契約書の骨子を示す書類 

 

（２）ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会（附属機関）の設置 

   事業担当課は、外部アドバイザー選定後、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会に対してＰＰＰ

／ＰＦＩ事業者選定審査委員会の委員選定を依頼し、委員選定後に設置します。ＰＰＰ／Ｐ

ＦＩ事業者選定審査委員会の委員選定は、外部アドバイザーと調整を行い、ＰＰＰ／ＰＦＩ

導入検討委員会において選定することとなります。 

なお、公平性及び透明性の確保の観点から、原則として事業者選定前に委員を公表します。
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また、平塚市情報公開条例で附属機関の会議は公開が義務付けられています。ただし、事業

を実施する民間事業者の選定について審議する組織であることから、委員や会議の公開によ

り公正かつ円滑な議事運営や意思決定の中立性確保が妨げられる場合には、平塚市情報公開

条例第３１条ただし書きを適用し、非公開とすることも考えられます。 
  ※ 委員の事前公表については、内閣府が定めた「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイド

ライン」においても、留意するよう示されています。 

 

（３）実施方針の策定 
   事業担当課は、ＰＦＩ法第５条の規定により実施方針を策定します。 

   手続としては、外部アドバイザーを活用するとともに、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委

員会に確認しながら実施方針を策定することとします。 

なお、公共施設等運営権を設定する特定事業を実施しようとする場合については、ＰＦＩ

法第１８条の規定に基づき、民間事業者の選定手続き、業務範囲、利用料金に関する事項等

を条例で定める必要があり、この条例の定めるところにより実施方針を策定することとなり

ます。 

－実施方針の記載内容（ＰＦＩ法第５条）－ 

項    目 記 載 内 容 

（１）特定事業の選定に関する事項 ①特定事業に関する事項 

・事業内容に関する事項 

  事業名 

  対象となる公共施設等の種類 

   （名称、事業の場所、施設の位置付け等） 

  公共施設等の管理者等 

  事業の目的及び内容 

民間事業者が行う業務範囲 

事業方式 

事業期間、事業スケジュール及び事業終了時の措置 

・関係法令等の遵守等 

②特定事業の選定 

・選定方法等 

（２）民間事業者の募集及び選定に

関する事項 

①基本的考え方 

・募集方法や選定手順に関する事項等 

②応募手続 

・募集スケジュール、参加資格要件、提出書類、審査及び

選定の考え方等 
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（３）民間事業者の責任の明確化等

事業の適正かつ確実な実施の

確保に関する事項 

①民間事業者の責任の明確化等に関する基本的考え方 

②予想されるリスクと責任分担 

③実施状況の確認及び監視 

・設計、建設、維持管理、運営における確認方法及びモニ

タリングの方法等 

 

（４）公共施設等の立地並びに規模

及び配置に関する事項 

①立地条件 

・建設地、敷地面積、用途地域等 

②土地の取得 

③設計要件 

・建物計画等 

（５）（公共施設等運営権を設定しな

い場合）事業契約等の解釈に

ついて疑義が生じた場合にお

ける措置に関する事項 

①両者の誠意ある協議 

②紛争手続 

（６）事業の継続が困難になった場

合における措置に関する事項 

①当事者間の措置 

②金融機関との協議 

（７）法制上及び税制上の措置並び

に財政上及び金融上の支援に

関する事項 

①国、県、公的金融機関等の補助及び支援制度 

 

 

（８）（公共施設等運営権を設定する

場合）公共施設等運営権に関

する事項 

①公共施設等運営権を設定すること 

②公共施設等運営権に係る運営の内容 

③公共施設等運営権の存続期間 

④（建設等に要した費用を徴収する場合）費用を徴収する

こと及び徴収金額 

⑤公共施設等運営権実施契約に定めようとする事項及び

公共施設等運営権実施契約の解釈について疑義が生じ

た場合における措置に関する事項 

⑥利用料金に関する事項 

（９）その他特定事業の実施に関し

必要な事項 

①質問事項受付窓口 

②情報開示方針 

③その他 
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（４）実施方針の公表 
事業担当課は、実施方針を策定したときは、ＰＦＩ法第５条第３項の規定により、遅滞な

く公表しなければなりません。また、事業担当課は、必要に応じて庁議への付議や議会への

情報提供を行います。 

   公表する場合は、公平性、透明性を確保し、ホームページ等の活用、説明会の開催などに

より、広く一般に公表するよう心掛けます。 

 

 ① 公表の目的 

  ＰＦＩ導入について市の方向性を表明 

当該公共施設整備事業に対し、ＰＦＩ手法を導入する旨の市の方向性を表明 

  市民・民間事業者への情報公開 

市民の意見を求めるとともに、民間事業者側の事前検討の充実を図るため、事業概要、リスク

分担（案）を提示 

  民間事業者からの意見聴取 

民間事業者からの意見を聴取し、事業条件の見直しにつなげ、民間事業者の参入意欲を高める

事業スキームを構築 

 

② 説明会の開催 

  事業担当課は、必要がある場合、関係者に対してＰＦＩ事業の概要や意見の受付方法等に関

する説明会を行います。 

 

③ 実施方針に関する質問や意見の受付 

  事業担当課は、実施方針に対する市民や民間事業者の質問等を受け付けます。 

   

 －質問・意見の受付に係る対応－ 

  ○公平性、透明性の観点から書面において行います（電子データ又はＦＡＸ送付も可）。 

  ○質問を受け付けた場合は、原則として質問内容及び回答を公表します。 

  ○意見を受け付けた場合は、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会に確認しながら、必要な

措置を行います。この場合において、実施方針を変更した場合は、遅滞なく公表します。 
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２  Step２  特定事業の選定 
   

（１）特定事業の選定 
   公表された実施方針に対して寄せられた質問及び意見を踏まえて、事業担当課は、外部ア

ドバイザーや関係各課と協力し、ＰＦＩ法第７条に基づきＰＦＩ事業として実施することが

適切であると認める事業を特定事業として選定します。 

   手続としては、外部アドバイザーを活用するとともに、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委

員会に確認しながら特定事業の選定を行うこととします。 

なお、選定された特定事業を「選定事業」といいます（ＰＦＩ法第２条第４項）。  

 

（２）特定事業の公表 
   特定事業の選定を行ったときは、ＰＦＩ法第１１条第１項の規定に基づき客観的評価（当

該特定事業の効果及び効率性に関する評価を含む。）を行い、その結果を公表することとし

ます。（＊） 

   公表する場合は、公平性、透明性を確保し、ホームページ等の活用により、広く一般に公

表するよう心掛けます。 

＊特定事業公表の内容 

  ○事業概要（事業名、事業の場所、事業期間、事業内容、事業方式等） 

  ○従来型手法で実施する場合とＰＦＩ手法で実施する場合の評価における結果と内容 

    ・行政負担額算出による定量的評価 

    ・ＰＦＩ事業として実施することの定性的評価 

    ・民間事業者に移転されるリスクの評価 

    ・総合評価 

 

（３）債務負担行為の設定 
   ＰＦＩ事業は、長期間にわたる契約となるため、将来にわたる支払額に関して地方自治法

第２１４条に規定する債務負担行為の設定を行う必要があります。 

事業担当課は、民間事業者の募集に入る前に、債務負担行為の設定を行うための手続を行

うこととなります。 

※手続の期間短縮及び事務負担軽減を図る必要があるときは、以下の条件を全て満たす場合、

先に債務負担行為を設定し、特定事業の選定及び民間事業者の募集を同時に行うことがで

きます。 

①事前のＰＦＩ導入可能性調査において事業内容の検討と事業費の算定を実施している。 

②実施方針の策定及び公表後、事業内容や金利等に大きな変化が無く、特定事業選定の過

程において事業費の大きな増減が見込まれない。 
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３  Step３  事業者の選定 

   

（１）民間事業者の募集 
事業担当課は、外部アドバイザーを活用して募集に関する次の書類を作成し、ＰＰＰ／Ｐ

ＦＩ事業者選定審査委員会に諮ります。 

○ 要求水準書（案） 

○ 募集要項（案） 

    ○ 事業者選定基準（案） 

 ○ 契約書（条件規定書）（案） 

 ○ その他必要な書類 

事業担当課は、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会が定めた募集に関する書類（以下「公

募書類」という。）により、事業者選定の手続を行います。また、事業担当課は、必要に応じ

て事前に庁議への付議や議会への情報提供を行います。 

 

（２）民間事業者の技術提案 
事業担当課は、ＰＦＩ法第１０条第１項の規定により、民間事業者の選定に先立って、募

集に応じようとする民間事業者に対して、特定事業に関する技術又は工夫についての提案（以

下「技術提案」という。）を求めるよう努めなければなりません。 

民間事業者の創意工夫が発揮されるように留意するとともに、所要の提案準備期間の確保

に配慮する必要があります。 

民間事業者からの技術提案については、事業者選定の評価等において、次の点に留意しな

ければなりません。 

〇特定事業の特質に踏まえた適切な評価項目を設定し、定量的又は定性的な評価基準及び

得点配分に従い、評価すること 

〇技術提案の一部を改善することで優れた提案になる場合や一部の不備を解決できる場合

には、技術提案の審査において、提案者に改善を求め、又は改善を提案する機会を与え

ること 

〇積極的な技術提案を引き出すため、高度な技術又は優れた工夫を含む技術提案を求めた

場合には、経済性に配慮しつつ、各々の提案とそれに要する費用が適切であるかを審査

し、最も優れた提案を採用できるよう予定価格を定めるよう努めること 
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（３）事業者選定の手法 

   （１）で作成した公募書類を公表し、説明会を行い、民間事業者を募集します。 

  民間事業者の選定に係る基本的な考え方は、次のとおりです。 

 
－事業者選定の基本的考え方－ 

 
○ＰＦＩ事業を実施する民間事業者の選定については、平成１２年３月２９日付け自治画

第６７号自治事務次官通知「地方公共団体におけるＰＦＩ事業について」に基づき実施

する必要があり、その中で基本方針を参考にし、適切に実施することとなっています。 
○上記のことから、事業者選定に当たっては、公平性の原則にのっとり、競争性を担保し

た上で、実施する必要があります。 
 

 
 
選定方法としては、「総合評価一般競争入札方式」及び「公募型プロポーザルによる随意

契約方式」が考えられます。 

※ 国、都道府県、政令指定都市においては、世界貿易機関（ＷＴＯ）の政府調達協定

の適用を受け、随意契約の制限などが課せられています。（本市においては、上記制

限はありません。） 
 
 

これら二つの手法の流れは次のページのとおりです。 
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総合評価 

一般競争入札方式 

公募型プロポーザル 

による随意契約方式 

募集スケジュールの作成 

入札公告 

事 業 者 選 定 基 準 の 検 討 

公  募 

民 間 事 業 者 か ら の 質 疑 に 回 答 

入  札 

第一次審査 

（書類審査） 
資格審査 

第二次審査 

（ヒアリング） 

提案内容の審査 

（総合評価） 

優先交渉権者 

次位交渉権者決定 

落札者決定 契約交渉 

仮     契     約 

契  約  締  結 

契約について議会による議決 
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―総合評価一般競争入札方式と公募型プロポーザルによる随意契約方式の違い― 

方  式 総合評価一般競争入札方式 公募型プロポーザルによる随意契約方式 

概    要 評価点の最も高い事業提案を行った

者を落札者とする 

評価の最も高い事業提案を行った者を優

先交渉権者とする 

公募時の条件 変更不可 変更の余地あり 

交 渉 不 調 落札額の範囲での随意契約が不可能

な場合は再入札 

次位交渉権者との交渉 

適した分野 サービスの内容や水準が長期的に安

定している事業 

サービスの内容や水準について募集時点

で変更の可能性が高い事業 

 

（４）選定事業者の公表 

ＰＦＩ事業を実施する民間事業者の選定を行ったときは、ＰＦＩ法第１１条の規定に基づ

き、客観的な評価（当該特定事業の効果及び効率性に関する評価を含む。）を行い、その結果

を公表することとします。また、事業担当課は、必要に応じて公表前に庁議への報告や議会

への情報提供を行います。 

   公表する場合は、公平性、透明性を確保し、ホームページ等の活用により、広く一般に公

表するよう心掛けます。 

 

（５）契約交渉 
   契約交渉を行う際には、事前に交渉体制、交渉内容、交渉が不調に終わったときの対応な

どを明確にした上で行う必要があります。またＰＦＩ事業の提案は、多岐にわたるため、そ

の交渉についても専門性が必要とされます。 

   したがって、契約交渉については、法務等を担当する外部アドバイザーと連携を取りなが

ら行うこととします。 

 

 ○総合評価一般競争入札方式の場合 

   総合評価一般競争入札方式の場合は、公募時に契約書案を提示することになり、その提示

された契約書案に基づき民間事業者が提案を行っていることから、契約内容の変更はできま

せん。しかし、書面による契約条件の提示のみでは、平塚市と民間事業者の間に誤解を生じ

るおそれがあるため、民間事業者と確認を行い、契約内容について明確化を図ります。 

 

 ○公募型プロポーザルによる随意契約方式の場合 

   公募型プロポーザルによる随意契約方式の場合は、契約に提案の内容を盛り込んでいく過

程で交渉を行います。ただし、他の事業者との公平性、客観性の観点から条件規定書に定め

た基本的な事項についての変更は認められません。 
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   なお、優先交渉権者との交渉が不調に終わった場合は、次位交渉権者と交渉を行います。 

   このように公募型プロポーザルによる随意契約方式の場合は契約交渉を行うこととなり、

この交渉に時間がかかる場合があります。 

 

（６）契約締結 
   契約については、リスク分担、公共サービス水準の維持、契約当事者双方の権利義務、事

業終了時における施設等の資産の事業契約困難時における措置、契約解除条件等について具

体的に、かつ、明確に規定します。ＰＦＩ事業については、長期にわたる契約となることか

ら、事業期間中に発生することが予想される事態への対応をなるべく明記しておく必要があ

ります。 

 

   ＰＦＩ法第１２条の規定に基づき、ＰＦＩ事業に係る契約において、維持管理、運営を除

く金額が１億５，０００万円以上（ＰＦＩ法施行令により規定）のものについては、議会の

議決が必要です。 

なお、平塚市においては、地方自治法第９６条第１項第５号の規定を受けて、議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例により、予定価格１億７，０００万円

以上の工事又は製造の請負を議会の議決事項としていますが、ＰＦＩ事業については、ＰＦ

Ｉ法第１２条の規定を受けて議会の議決事項とします。 

なお、公共施設等運営権を設定しようとするときも、ＰＦＩ法第１９条第４項の規定に基

づき、あらかじめ、議会の議決を経なければなりません。また、契約においては、ＰＦＩ法

第２２条第１項に規定されている事項を定めなければなりません。 

議会の議決が必要であることから、事業者を選定してから議会の議決までの間に選定事業

者と仮契約を締結します。 

   この仮契約は、本契約における契約内容のほか、議会の議決を経た場合は本契約を締結す

る旨、本契約締結までに事業実施不能となった場合における措置等についても規定します。 

 
（７）事業契約等の公開 
   事業契約を締結したときは、ＰＦＩ法第１５条第３項及び第２２条第２項に規定するもの

のほか、公開することにより、民間事業者の権利、競争上の地位その他不当な利益を害する

おそれのある事項を除き、遅滞なく事業契約等の内容を公表します。 
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４  Step４  選定事業の実施 
   

  ＰＰＰ／ＰＦＩ事業契約を締結後、民間事業者及び平塚市は、次のように事業を進めます。 

 

民間事業者 ： 契約書に基づき、設計、建設、維持管理、運営を行う。 

平 塚 市 ： 民間事業者が提供するサービスや施設の維持管理、運営状況が要求水準書に

照らし適切であるかを判断するためモニタリングを行う。 

このモニタリングは、外部アドバイザーと契約し、行うこととなります。 

基本的には、実施方針から契約締結までを担当した外部アドバイザーとの随

意契約（＊）となります。 

なお、モニタリングの実施に当たり、事業担当課は、必要に応じて、関係各

課と会議体を組織することとします。 

 

＊随意契約の理由 

 モニタリングは、要求水準書により行われることとなり、契約時に行政側の外部アドバイザー

として契約していた者が要求水準書や契約書などの作成に携わっていることから最も事業の内容

を把握しており、業務遂行上最適です。 

→これにより、性質又は目的が競争入札に適しないと判断します。 

                《地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号該当》 
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５  Step５   事業の終了 
 

  契約書に定めた事業期間が満了した時に、事業は終了します。 

 

（１）事業終了時の手続 
   事業担当課は、契約書の内容に基づき、事業終了時の処理を行います。 

   事業終了前に終了後の施設の具体的な取扱いや維持管理、運営業務の継続等について十分

検討し、民間事業者と協議しておく必要があります。 

   施設を譲り受ける場合は、事業担当課は、事業終了前に契約書に定められた施設の譲渡前

検査を行います。 

    

（２）事業評価 
   事業担当課は、事業終了時において、当該事業におけるＰＦＩ手法の導入が有効であった

かどうか事業評価を行うこととします。 

 

  これまで、ＰＦＩ導入検討・事業実施の方法について述べてきましたが、ここに記載してい

るもののほか、次に掲げるものに基づき進めていくこととなります。 

○ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１

７号）（最終改正 平成２８年法律第５１号） 

○ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針（平成

２７年１２月１８日閣議決定） 

○ 地方公共団体におけるＰＦＩ事業について（平成１２年３月２９日付け自治閣第６７号）

（平成１７年１０月３日一部改正） 

 ○ 国の定めるガイドライン 

   ・ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン＜平成２７年１２月１８日＞ 

   ・ＰＦＩ事業におけるリスク分担等に関するガイドライン＜平成２７年１２月１８日＞ 

   ・ＶＦＭ（Ｖａｌｕｅ Ｆｏｒ Ｍｏｎｅｙ）に関するガイドライン＜平成２７年１２月１８日＞ 

   ・契約に関するガイドライン－ＰＦＩ事業契約における留意事項について－ 

＜平成２７年１２月１８日＞ 

   ・モニタリングに関するガイドライン＜平成２７年１２月１８日＞ 

○ その他の国からの通知 など 

※ 各内容は、内閣府ホームページを御覧ください（ＵＲＬについてはＰ５９資料３を参照）。 
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参考資料 ＰＰＰ／ＰＦＩ事務フロー 

 

 

 
 Step１事業の提案 

 

 

 Step２適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の選択 

 

           採用手法によっては、 Step３、 Step４の省略可 

 

 Step３簡易な検討 

 

●資産経営課へ平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討シート等の提出 

●採用手法の導入の適否を評価（適さない場合は、Step５へ） 

 

 Step４詳細な検討 

《１年度目４月》 

●ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会による選定（選定期間約２か月） 

 

 

●調査期間約３か月～６か月 

 

《１年度目１０月》 

●ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会にて検討、庁議で決定 

 

●３月議会に上程 

 

 

 Step５評価結果の公表 

 

● Step３、 Step４によって、適さないと評価された場合に公表

※○月議会とは、《 》内の年度月に事務が進

行した場合において、当該年度に上程する議

会を示しています。 

事業担当課提案・民間事業者提案 

採用手法の選択 

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会へ検討依頼 

事業担当課 翌年度当初予算 

・導入可能性調査、地質調査等予算措置 

導入可能性調査事業者選定 

詳細な検討（導入可能性調査） 

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入の決定 

事業担当課 翌年度当初予算 

・外部アドバイザー経費等予算措置 

・事業者選定審査委員会経費予算措置 

・附属機関設置のための条例改正 

３月議会 

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入しない旨の公表 

ＰＦＩの場合、附属機関設置の手続 

ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討手順 

次のページ ＰＦＩの手順 

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の

採用が決定した場合の

外部アドバイザー業務

を加えて選定する方法

もあります。 

 
【市民対話のポイント】 

ＰＰＰ／ＰＦＩの導入が決

定したら、市民へ情報提供

を行います。 

事業の初期段階に手厚く市

民対話を行うことが効果的

です。 

【市民対話のポイント】 

事業に関連するワークショ

ップの開催や、アンケート

調査の実施等により市民ニ

ーズの把握に努めます。市

民が事業に関わっていると

いう意識持ち、事業に対す

る理解が深まることが期待

できます。 
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ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討手順により、ＰＦＩ手法の採用が決定した事業を行う場合 

（ＰＰＰ手法の採用が決定した事業を行う場合にも準用可能） 

 Step１実施方針の策定 

《２年度目４月》 

 

●ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会による選定（選定期間約２か月） 

 

 

 

ｚｚ 

●それぞれ事業担当課対応（約２か月） 

 

 

《２年度目８月》 

●ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会に確認しながら策定（約２か月） 

●公表後、質疑応答の実施（約１か月） 

 

 

 Step２特定事業の選定 

《２年度目１１月》 

●ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会に確認しながら選定（約１か月） 

 

《２年度目３月》 

 

●３月議会に上程 

 

 

 Step３事業者の選定 

《３年度目４月》 

●募集要項配布（募集期間約３か月） 

●説明会の実施、質疑応答 

 

 

《３年度目７月》 

●ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会において審査 

●２段階審査を実施（審査期間約４か月） 

 

実施方針策定の見通しの公表 

外部アドバイザー選定 

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会設置 

公共施設運営権方式の場合、条例制定の手続 

実施方針の策定、公表 

特定事業に係る客観的評価の公表 

特定事業の選定 

債務負担行為の設定 

民間事業者の募集 

事業担当課 

・民間事業者からの技術提案を積極的

に求める（ＰＦＩ法第１０条第１項） 

民間事業者審査 

ＰＦＩの手順 

導入可能性調査に外部ア

ドバイザー業務を加えて

事業者選定をした場合、こ

の手順は省略されます。 

手続の期間短縮及び事務負担軽減

を図るために、先に債務負担行為

を設定し、特定事業の選定及び民

間事業者の募集を同時に行う場合 

 債務負担行為の設定 
 

 

 
 特定事業の選定 

 
 民間事業者の募集 

 
 

【市民対話のポイント】 

実施方針は、事業スケジュー

ルや業務範囲等を示すもの

なので、市民が理解しやすい

情報提供が必要です。ホーム

ページの他、市民説明会の開

催も考えられます。 

【市民対話のポイント】 

募集要項や要求水準書等で

示す内容は、最終的には市民

サービスの質に関わるもの

です。市民説明会等の市民意

見を聴取する機会の設定を

検討します。 

【市民対話のポイント】 

審査段階では、審査基準の公

表を行うなど「見える化」に

努めます。また、これまでの

市民対話の内容を審査委員

と十分に共有し、適切な審査

に努めることも必要です。 
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《３年度目１１月》 

 

 

 

●公募型プロポーザルで選定した場合は、契約交渉が必要 

 

 

 

 

 

《３年度目３月》 

 
●３月議会に上程 

 

 

 

 
      該当事業担当課対応 

 

 

 

 

 

 

 

 Step４選定事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 Step５事業の終了 

 

 

選定事業者の公表 

契約交渉 

選定事業者の決定 

事業担当課 翌年度当初予算 

・ＰＦＩ事業経費、外部アドバイザー

経費予算措置 
３月議会 

契約に係る議会の議決 

公共施設等運営権

設定の議会の議決 

公共施設等運営権

の設定、公表 

契約締結 

設計、建設 

完成、供用開始 

外部アドバイザーによる設計、建築

に係るモニタリング 

外部アドバイザーによる事業運営

に係るモニタリング 

契約で定めた資産の取扱に従い事業終了手続 

【市民対話のポイント】 

ホームページや広報等で広

く公表し、必要に応じて説明

の場を設けます。 

可能な限り意見交換を行う

ことで市民の理解がさらに

深まることが期待できます。 

【市民対話のポイント】 

ＰＦＩ事業の場合、モニ

タリング結果の公表は

必要です。また、利用者

アンケートの結果をモ

ニタリングに反映する

ことで、市民意見を今後

の運用に反映させるこ

とが望ましいです。 
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－様式集－ 

 

 
  第 1 号様式 ： 平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討シート 
 
 
 
  第 2 号様式 ： 平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法簡易定量評価調書 
 
 
 
  第３号様式 ： 平塚市ＰＦＩ事業提案書 
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第１号様式 　　　 №１

部 課 担当

職氏名

㎡

㎡

円／㎡

千円

千円

千円

千円

年

千円／年

千円／年

千円／年

千円／年

千円／年

千円／年

千円／年

千円／年

千円 充当率 ％

千円 充当率 ％

千円 充当率 ％

千円 充当率 ％

千円 充当率 ％

千円 充当率 100 ％

％

事業担当

事業名

連絡先

合計

利率

償還方法

県補助金・交付金

一般財源

起債

その他

利用料金

その他

合計

国補助金・交付金

敷地面積

延床面積

㎡単価

整備事業費

（うち外構工事費）

その他

合計

期間

人件費維
持
管
理
・
運
営
関
係

光熱水費

日常修繕費

その他

合計

従来型手法について入力してください。算出根拠は、別紙でも構いません。

電話（内線）

項目 備考 算出根拠

収
入

整
備
資
金
調
達

平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討シート

起
債

整
備
関
係
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№2

１ 考えられない 事業担当課のコメント（評価の理由等）

２ 多少考えられる

３ どちらともいえない

４ 考えられる

５ 十分考えられる

１ 不可能 事業担当課のコメント（評価の理由等）

２ 可能性が低い

３ どちらともいえない

４ 可能性が高い

５ 可能性が非常に高い

１ 見込めない　 事業担当課のコメント（評価の理由等）

２ 多少見込める

３ どちらともいえない

４ 見込める

５ 十分見込める

１ 不可能 事業担当課のコメント（評価の理由等）

２ 可能性が低い

３ どちらともいえない

４ 可能性が高い

５ 可能性が非常に高い

⑥その他（補足説明するべき点等）

⑤この事業において考えられる課題

④事業の成果の計測が容易であり、客観的評価が可能であると考えられる事業であるか。

③長期にわたって安定した需要が見込まれる事業であるか。

②民間事業者のノウハウによる公共施設の効率的な整備・運営により、総事業費の削減を図ることが可能な事業であるか。

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討の視点（該当する番号に○を付け、必要事項を記入してください。）

①民間事業者にとって、ノウハウを活用し、創意工夫できる範囲が広いと考えられる事業であるか。
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第２号様式

採用手法
（候補となるＰＰＰ／ＰＦＩ手法）

利用料金収入

従来手法
（公共施設等の管理者等が自ら整備等を行う手

法）

運営等費用

＜算出根拠＞

整備等（運営費等
を除く。）費用

＜算出根拠＞

＜算出根拠＞

資金調達費用

＜算出根拠＞

調査等費用

＜算出根拠＞

税金

＜算出根拠＞

税引後損益

その他

平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法簡易定量評価調書

合計（現在価値）

財政支出削減率

＜算出根拠＞

合計
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第３号様式 No.1

（提出先）

５　公共施設等の設置に関する条件

設置場所

施設の規模

平塚市ＰＦＩ事業提案書

平　塚　市　長

年　　月　　日

法人等の名称

代表者氏名

事務所等所在地

１　事業名

２　事業の目的・内容

３　ＰＦＩ事業としての提案理由

４　公共施設等の種類
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No.2

事業方式

事業類型

７　想定する事業スキーム

６　公共施設等の概要

施設の概要

施設整備のために実施す
る業務内容

維持管理・運営業務

の内容

８　事業スケジュール

９　事業費

資金調達方法

事業費

設計・建設

維持管理・運営
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No.3

１２　評価の過程及び方法

ＰＳＣ及びＰＦＩ事業のＬＣＣを算出するための過程及び方法を説明してください。（ＶＦＭ算出資料等を別途提出してください。）

連絡先

所属

担当者職氏名

電話

ＦＡＸ

E-mail

１１　ＰＦＩ事業の効果及び効率性に関する評価結果

１０　リスク分担

リスク分担の考え方（分担案は別途作成してください。）
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採用手法選択フローチャート                                資料１   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施設の新設又は改修を伴うもの 

設計及び建設（製造）と運営等を一括して委託するもの ※１ 

建設（製造）に民間資金を活用するもの 

④公共施設等運営権、O 方式、指定管理者制度又は包括的民営委託 

各々の手法の下記特徴を踏まえて、簡易な検討の対象とする手法を

決定する。 

（１）公共施設等運営権  

次に掲げる事項の全てに該当する場合に採用することができる。  

・公共施設等の管理者等が公共施設等の所有権を有していること  

・公共施設等が利用料金の徴収を行うものであること  

（２）O 方式  

・（１）に該当しない場合でも採用することができる。  

（３）指定管理者制度  

・公共施設等が地方自治法に基づく「公の施設」に該当する場合に

採用することができる。  

（４）包括的民間委託  

・公共施設等の維持管理又はこれに関する企画に掲げる二以上の種

類の業務について、民間事業者に一括して委託する場合に採用す

ることができる（下水道の包括的民間委託、水道の第三者委託等）。 

①BTO・BOT・BOO・RO ※２ ②DBO ※２ ③BT・DB ※２ 

ＹＥＳ ＮＯ 

※１ 例えば、（１）新たに建設（製造）を行う公共施設等についても、別の公共施設

等とともに一括して当該公共施設等を新たに建設（製造）を行う民間事業者以外の者

に運営等を委託することによって、運営等に係る公的負担の抑制が期待できる場合、

（２）当該公共施設等に係る将来の状況の変化が大きい（急速な技術革新の進展や利

用に係る需要の大幅な変化等が予想される）ことから、建設（製造）後の運営等に係

る契約内容や要求水準の検討が困難である場合等は、「NO」を選択することが考えら

れる。  

※２ これらの手法については、公的不動産の利活用（定期借地権方式、公共所有床

の活用、占用許可等の公的空間の利活用等）と併せて実施することも考えられる。 
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                                    資料２ 
   平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会設置要綱 
 
 （設置） 
第１条 平塚市におけるＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入に関する検討を行うため、平塚市ＰＰＰ

／ＰＦＩ導入検討委員会（以下「委員会」という｡）を設置する｡ 
 （定義） 
第２条 この要綱において「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法」とは、民間資金等の活用による公共施設

等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）及び平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ

優先的検討ガイドラインに定める手法をいう。 
 （所掌事項） 
第３条 委員会の所掌事項は、次に掲げるものとする。 
（１） ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入に関する必要な検討 
（２） ＰＰＰ／ＰＦＩ導入可能性調査委託業者の選定 
（３） ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者選定審査委員会委員の選定 
（４） ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討期における外部アドバイザーの選定 
 （組織） 
第４条 委員会は、別表に掲げるものを委員として構成する。 
２ 委員長は、ＰＰＰ／ＰＦＩ主管課の事務を担任する副市長をもって充てる。 
３ 副委員長は、他の副市長をもって充てる。 
４ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる｡ 
５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する｡ 
６ 事案に関して、委員長は必要と認める者を委員としておくことができる。 
 （会議） 
第５条 委員会は、委員長がこれを招集する｡ 
２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない｡ 
３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長がこれを決する

ところによる｡ 
 （意見の聴取等） 
第６条 委員長は、会議の運営上必要があるときは、委員以外の者に出席を求め、その説明

又は意見を聴くことができる｡ 
 （庶務） 
第７条 委員会の庶務は、企画政策部資産経営課において処理する｡ 
 （その他） 
第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、別に定める｡ 
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   附 則 
 この要綱は、平成１６年１０月１日から施行する｡ 
   附 則 
 この要綱は、平成２５年１月１日から施行する｡ 
   附 則 
 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する｡ 
   附 則 
 この要綱は、平成２９年１２月１９日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、令和元年１１月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
 
 
別表（第４条関係） 
 

平塚市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討委員会組織 
 

委 員 長 ＰＰＰ／ＰＦＩ主管課の事務を担任する副市長 

副委員長 他の副市長 

委  員 企画政策部長 

 総 務 部 長 

 企画政策課長 

 財 政 課 長 

 資産経営課長 
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                                  資料３ 

ＰＰＰ／ＰＦＩ関連ホームページ一覧 

 
  ＰＰＰ／ＰＦＩに関する情報を発信しているホームページの主なものとして、次のよう

なものがあります。 
 

○ 内閣府ＰＰＰ／ＰＦＩホームページ 
      （運営：内閣府民間資金等活用事業推進室） 

 

        https://www8.cao.go.jp/pfi/ 
 

○ 自治体ＰＰＰ／ＰＦＩ推進センターホームページ 
（運営：自治体ＰＰＰ／ＰＦＩ推進センター） 

 

        http://pficenter.furusato-ppp.jp/ 
 

○ 日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会ホームページ  
（運営：特定非営利活動法人日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会） 

                  

       http://www.pfikyokai.or.jp/  
 

○ ＰＦＩインフォメーション  
（運営：株式会社ＰＦＩネット） 

 

       http://www.pfinet.jp/ 
 

 

※ 関係法令、基本方針（国）、国が定めた５つのガイドライン等は、これらのホームページ

の中に掲載されております。御確認ください。 

 

https://www8.cao.go.jp/pfi/
http://pficenter.furusato-ppp.jp/
http://www.pfikyokai.or.jp/
http://www.pfinet.jp/
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